
 

 

               入       札       公       告  

 

下記のとおり一般競争入札に付します。 

 令和５年６月２８日 

                            支出負担行為担当官            

こども家庭庁成育局長  

藤原 朋子 

 

１ 契約担当官等の官職及び氏名 

    支出負担行為担当官 

こども家庭庁成育局長 藤原 朋子  

      

２ 競争入札に付する事項  

（１） 件 名          令和５年度「青少年のインターネット利用環境実態調査」 

（２） 仕      様   入札説明書による。 

（３） 契 約 期 間          令和５年７月２１日から令和６年３月２９日まで 

（４） 履 行 場 所          入札説明書中による 

（５） 入 札 方 法 等          入札金額は総価を記入すること。 

              なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額10％に相当す 

              る額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費 

              税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかに問わず、見積もった契約金額の 

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

  

３ 競争入札に参加する者に必要な資格 

（１） 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、被保佐人 

又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りではない。 

（２） 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３） 令和４・５・６年度 内閣府所管競争参加資格審査（全省庁統一資格）において「役務の提供

等（調査・研究）」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされた者であること。 

（４）  各省各庁から指名停止等を受けていない者（支出負担行為担当官が特に認める者を含む。）で 

あること。 

（５）  入札説明書17.（１）に示す証明書等を提出し、審査に合格した者であること。 

 

４ 契約条項を示す場所及び入札説明書を交付する場所 

      所在地   東京都千代田区霞が関３－２－５ 霞が関ビルディング21階 

             こども家庭庁成育局安全対策課環境整備係 

電話番号  ０３－６８５８－０１５５ 

      メールアドレス anzentaisaku.kankyou@cfa.go.jp 

      交付期間 令和５年６月28日（水）～ 令和５年７月12日（水） 

           10:00～12:00、13:30～17:00（土日祝日を除く） 

      交付方法 入札説明書の郵送での交付を希望する場合は、返信用封筒と担当者の連絡先が分かる物（名刺等 

を同封のうえ、上記住所まで送付すること。 

電子メールでの交付を希望する場合は、上記メールアドレス宛に連絡すること。 

 



 

 

５ 入札説明会の日時及び場所 

     なし 

 

６  証明書等の提出期限及び場所 

     提出期限 令和５年７月１３日（木） 正午 

     提出場所 〒100-6090 東京都千代田区霞が関３－２－５ 霞が関ビルディング21階 

                          こども家庭庁成育局安全対策課環境整備係 

７  入札及び開札の日時及び場所 

 （１）郵送による入札の締切  令和５年７月２０日（木） 午前９時３０分まで 

 （２）入札・開札           令和５年７月２０日（木） 午後２時 

                東京都千代田区霞が関３－２－５ 霞が関ビルディング21階 

                              こども家庭庁成育局第三会議室 

 

８  入札保証金及び契約保証金  免除 

 

９  入札の無効 

      本公告に示した入札参加に必要な資格のない者の入札及び入札の条件に違反した入札は無効とする。 

 

10  落札者の決定方法 

       本公告に示した調達案件を履行出来ると支出負担行為担当官が判断した資料を添付して入札書を提

出した入札者であって、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 

11  契約書作成の要否      契約締結に当たっては、契約書を作成するものとする。 

 

12 契約関係書類の押印省略   契約書を除く契約関係書類で押印を省略することを可とする。ただし、押印を

省略する場合、担当者等から提出される契約関係書類は、事業者としての決定で

あることとし、押印が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場

合は、契約解除や違約金を徴取する場合があり得る。 

 

13  その他           詳細は、入札説明書による。 

  


